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　ドイツ連邦政府は、2016 年 11 月１日に Heiko Maas司法大臣から提出され
た新 EUパック旅行指令第 2015/2302 号のドイツへの国内法化に関する法律



























の旅行業界への譲歩を、Gerhard Billen同省次官は、本年 10 月 13 日のドイツ
旅行業協会 DRVの年次大会において予告したという。これは、倒産保護、
強行法たるドイツ旅行契約法及び裁判管轄を伴う旅行契約法の類推適用に関
する BGHの確固たる判例からの 30 年後の本質的な後退と言えよう。フュー
リッヒ教授は、「立法手続きにおいて削られた参事官草案民法第 651u条の規
定が、再び法律に取り入れられることを希望する」とされる。これに対して、






平等が不平等になる」として、反対していた（Ansgar Staudinger, Editorial RRa 















始をめぐる新たな問題も生じうる（vgl.BETA gloobi.de News fuer Reiseprofits 











新 EUパック旅行指令第2015/2302号については広島法学 39巻４号（2016. 3）、
参事官草案の法文部分及び「欧州経済地域」については広島法学 40 巻２号





び EU指令第 2011/83 号の改正に関する、並びに、閣僚理事会指令第 90/314
号の廃止に関する、欧州議会及び閣僚理事会の EU指令第 2015/2302 号（ABl. 







　とりわけ、パック旅行に関する 1990 年６月 13 日の閣僚理事会の EWG指
令第 90/314 号（ABl. L 158 vom 23.6.1990 S.59）は、本指令によって取り換え
られる。さらに、以下のものが、改正される
ー　 消費者保護法律の実施を管轄する各国の国内官庁間の協力に関する欧州
議会及び閣僚理事会の EG規則第 2006/2004 号（(ABl. L 364 vom 9.12.2004 
S.1)、及び
ー　 消費者の諸権利に関する、閣僚理事会の EWG指令第 93/13 号及び欧州
議会及び閣僚理事会の EG指令第 1999/44 号の改正に関する、並びに、
閣僚理事会の EWG指令第 85/577 号及び欧州議会及び閣僚理事会の EG
指令第 97/7 号の廃止に関する、2011 年 10 月 25 日の欧州議会及び閣僚

































































































































　　　　 　「（７）本款の規定から、第 651a条及び第 651c条の規定によるパッ















（BT-Drs. 18/8486）第２条の規定］により、前回改正された、1994 年９月 21




















た旅行給付に関する、EG規則第 2006/2004 号及び指令第 2011/83/EU号
の改正に関する、並びに、閣僚理事会指令第 90/314 号の廃止に関する、
欧州議会及び閣僚理事会の EU指令第 2015/2302 号（ABl. L 326 vom 












　　 この活動領域において契約が生ずるときは、EU指令第 2015/2302 号の第
17 条の規定に関連して第 19 条第１項の、及び、第 19 条第３項の規定の
国内法化に関して、第１号又第２号の規定に挙げられている国が公布し
た実体法規定が、適用される。
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10．以下の第 250 款乃至第 253 款の規定が追加される。すなわち、
　　　「第 250款　パック旅行契約の場合の情報提供義務
第１条　契約前の情報提供の方式と時点








（１ ）添付第 11 に含まれているひな形により適切に記入された方式用紙が旅
行者に提供されなければならない。










































































































　　　b)　 消費者紛争解決法第 36 条の規定により選択的な紛争処理手続きへ
の参加に関する、及び
　　　c)　 消費者法上の紛争のオンライン解決に関する、EG規則第
2006/2004 号及び EG指令第 2009/22 号の改正に関する、2013 年５
月 21 日の欧州議会及び閣僚理事会の EU規則第 524/2013 号（ABl. 











































































































（１ ）EU指令第 2015/2302 号第 18 条第２項乃至第４項の規定による中央連絡
機関の任務を、連邦司法官庁 Bundesamt fuer Justizが、引き受ける。





















（３ ）要請が到着後 15 就業日以内に最終的になお回答されえないときは、連
邦司法官庁は、他の国の中央連絡機関にこの期間内に最初の回答を与え
る。」




（BT-DRs. 18/8486）第３条の規定］により、前回改正された、2002 年８月 27




　2016 年７月 31 日の法律（BGBl. I  S. 1914）第９条の規定により、前回改正












　１． 第 651t条第１号の規定に反して、第 651u条第１項第１文又は第 651w
条第３項第４文との校合においても同じ、又は





　2016 年３月 11 日の法律（BGBl. I S.96）の第 11 条の規定により、前回改正




























　本法は、2018 年７月１日に施行する。同時に、最終的に 2011 年１月 17 日
の法律（BGBl. I S.34）第３条の規定により改正された、2002 年８月５日の公
示の法文における民法情報提供義務命令（BGBl. I S.3002）は、失効する。
